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1．目　　的

　　民間の児童福祉施設等に従事する職員を海外に派遣し，当該国の社会福祉制度並びIC施股運

　　　営，児童処遇技術等の専門的な知識技能について研修し，その成果をもって職員の資質の向

　　　上，併せてわが国の児童福祉基盤の充実発展icesする。

2．主　　催

　　財団法人　資生堂社会福祉事業財団

3．後　　援

　　厚生省
　　全祉協養護施設協議会

4．研修先
　　　オーストラリア　　タスマニア州における研修を主体とする。

5．研修内容

　　（1）クラレンドン（子供の家）の事業を通して児童養護の諸形態の実情把握とわが国との比

　　　　較研究を行う。

　　　①　小舎型養護施設の運営内容

　　　②中間施設としての青年アパートの運営内容

　　　⑤施設児童への就職指導の内容

　　　④地域一般家庭にょる施設外プログラムの内容

　　　⑤　問題家庭tc対するカウンセリングサーピスの内容

　　　⑥家族緊急宿泊施設（3カ月滞在）サービスの内容

　　　⑦インドシナ等難民の受け入れ状況

　　②　タスマニア州政府及び市町村が行っている児童・青少年・家族を対象としたパーソナル

　　　　　ソーシャルサービス（児童保護，非行少年のためのコミ＝ニティケア及び施設ケア，里

　　　　親養護，乳幼児対策等）の実情把握。

　　｛3［タスマニア州の民間諸団体（社会福祉協議会その他）が行っている児童養護．青少年福祉

　　　　家族援助サービス等の実情把握。

　　C4｝以上児童施設と州政府，市町村，民聞諸団体の事業が地域のシステムとしてどのよう

　　　　な役割分担，連携のもとに行われているか実情を把握し，わが国との比較研究を行う。

6．実施期間

　　昭和60年2月下旬（約2週間）

7．派遣人員

　　　15名（団長，講師．事務局3名を含む）

8．研修報告の提出と発表の義務

　　（1）各人は研修報告書及び所定の収集データを，定められた期日までに主催者に提出する。

　　（2）全社協養護施設協議会の主催する研修会等において，個人またはグループによる研修結

　　　　果の発表を行う。

9、派遣団員推薦基準

　　｛1｝民間立の養護施設のスーパーバイザー的立場にある職員で．年令が概ね27才以上45才以下のもの。

　　｛2）当該研修内容に関して旺盛な研修意欲を有するもの。

　　（3｝海外研修の成果にっいて研修会．文献等での発表活動に期待できるもの。

　



目 次

O　はじめに……・…・…・…・…………・・………………………・…・…………・一・……・・…・…　 2

0　あいさつ・………………・’…………・……・・………………・・…・……・………・…・………　3

0　総説　オーストラリアの児童養護の現状………………・…・…・…………・…………・・5

0　第1部施設の社会化一児童養護のネットワークづくりをめざして…………13

　第1章児童養護の処遇のあり方…………・……・…・・……・・…’…・………………’・・…14

　第2章家族ケア・家族カンセリングのあり方…………・……・……………・…・・…・…45

　第3章　児童の養護体系　　　地域，行政とのかかわり…・……一，・・…一・……………・61

　第4章施設の社会化とネットワークづくり・………・………・………・・………・………77

　第5章施設養護の再構築…・……………・・……………’…’……’………’…’……・……95

0第2部施設概況………………・・………一・……・…・……・………・…・………………107

0　 研修日程……………一……・■一・…………・・……一・・……一・………・…・……・…………152

0団員名簿………………・・……………・…・・………………………………・…・・…………・153

0　編集後記……・…・………・・…・……………・・・………………・……・・…………・…………154

◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎oo　OXOXOXQ◎◎◎◎◎◎◎◎

昭利59年度資生堂児童福祉迩外研修団
　　　　　　　結団式昭和59年t2月10日

一
1



は　　じ　　め　　に

　わが国の児童福祉の向上にご貢献されている資生堂社会福祉事業財団におかれては，近

年とりわけ養護問題に積極的に取りくまれ，職員の研修に多大なご尽力をいただいていま

す。

　こうしたなかで，同財団主催の第11回児童福祉海外研修も，園長を補佐する主任クラス

の養護施設職員が対象となり，団員が構成されました。オーストラリアでの研修は，すで

に第9回（昭和56年度）において実施されており，さきのメンバーによって明らかにされ

た様々な報告とその知識は，今回の各団員の視点の土台になりました。それとの比較を常

tc団員は検討のなかに加えながら研修できたといえましょう。施設の歴史を「変革の歴史」

だとするオーストラリアの児童養護実践の精神は，こめ三年間の流れのなかに如実にあら

われているのではないでしょうか。

　官・民がお互いの理解と協力のもとに社会的養護のあり方を模索し，予防的福祉をさら

に増進させ，各々の役割を担いながら新しい養護プログラムを展開していく過程は，わが

国の今後の児童福祉活動に大きな示唆を与えてくれます。

　折りしも，わが国では社会福祉（とりわけ施設）の制度改革がすすめられ，在宅ケァ，

あるいは地方化の流れの方向に進みっつあります。

　本研修の団員各位が二週間に亘って研修した成果がこうした流れのなかで今後の実践に

発揮されることを期待します。また団員のみならずより広く児童福祉推進のために，本報

告書が活用していただければ幸いに存じます。

　本研修に際し，主催者として企画段階からすべてにご尽力いただいた資生堂社会福祉事

業財団にあらためて心より感謝申しあげます。

　また，講師の網野武博，三村誠両氏ならびにご後援いただきました厚生省のご指導に感

謝申しあげます。

　なお，本報告書は，同財団の全面的なご援助で作成されましたことを申し添え重ねて感

謝いたします。

全社協養護施設協議会

会長　小　野　倉　蔵
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あ　い　さ　つ

　物事には前からの流れであるとか時代背景というものがあるのは当然ですが，本海外研修

についても，前回の研修の報告書のタイトルが，「新らしい施設養護の展開一自己改革

への課題一」であったことが示すような流れと，ちょうど59年度の全養協に「今後の養

護施設のあり方研究会」が設けられて検討が進められていたという背景がありました。

　また，オーストラリア研修は56年度に続いてこれが2回目であることも手伝って，報告書

は単なる視察報告では詰らない，できるだけあり方論にしたいという皆さんの熱意もあり

まして，研修目標は，第1部のタイトルが示すように「児童養護のネットワークづくりを

めざして」という大目標になりました。

　主催者側とすれば大変ありがたい望ましいことに違いありませんが，研修団員の皆さん

にはまことにご苦労なことであったと同情申しあげております。しかし，知識経験ともに

豊富で全てに真撃に取り組まれる広瀬団長，網野・三村講師に恵まれたばかりか，団員と

して優秀なスタッフをご推せんいただくことができましたので，短時日の研修としては過

大な課題ic対しても立派にその使命を果たしたものと確信しております。

　この報告書として結晶した研修の成果は，もとより本研修団員の力のみではありません。

実は，このオーストラリア研修は全養協のご提案を採用させていただいたものであり，

その内容は，クラレンドンこどもの家を中心にタスマニア州における児童養護の全貌を体

系的に見聞したいというものでありました。

　そして実現までには，国際社協のトムソン氏にお口添えいただいたり，ご当地のアング

リカン・ファミリー・ケァ・サービスの絶大なご好意がありました。そうした方々のお

骨折りによって，州政府，クラレンドンを初めとした全ての研修先から，快いおもてなし

と懇切なご教示をいただくことができました。まことに感謝にたえません。

　タスマニアに加えて，再度セント・ジョンズ・ホームズを訪問させていただきました。こ

れも英国教会の福祉法人ですが，立派な福祉の精神と活動内容には敬服させられます。そ

して，理事，幹部，職員の皆さんがわれわれに与えてくれたご好意とご指導は，文字通り

格別のものでありました。この研修は私にとって初めての経験でありますが，今後他に

同じものを期待することはできないと思っています。いまひとつ，前回56年度のオースト

ラリァ研修の報告書が，事前に確りした知識を与えてく九十分な研修と考察の基礎を築い

てくれたことを申し添えねばなりません。

　かように，この度のオーストラリア研修が充実した研修であり．楽しい旅行であったこ

とは，企画，選考から始って本研修に関与して下った内外の多くの方々のご尽力によるも

のでありまして，改めて衷心より感謝申しあげる次第であります。また，これからの児童

養護のあり方を真剣に探求しておられる全養協の皆様に，この報告書がいささかなりとも

お役に立ちますならば，主催者としてまことに本懐でございます。

資生堂社会福祉事業財団　杉本　勇
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オーストラリアの児童養護の現状





1．はじめに

　メルボルンのセント・ジョンズ・ホームズのエリス園長が，1983年12月に訪日しての講

演のなかでr同法人の事業費は，年間240万オーストラリアドル（約5億7600万円）であ

りますが63％が74名の施設養護児童に当てられ，29％がケァーフォース｝こかかわっている

1360名の在宅福祉サービスに当てられている』と述べられました。（「世界の児童と母性」

17号　資生堂データバンク発行）

　具体的に計算しますと74名の施設児童に3億6200万円が充てられたことになりますから

1人当り年間経費490万円をかけたということになります。また，600世帯1360名の児童

の在宅予防福祉に1億6700万円，1人当り年12万円を使っていることになります。

　私は．こんな沢山のお金を使っているオーストラリアの福祉に関心をもちました。

　また，講演のなかで，ノーマライゼーションの考え方が，100名もの大型収容施設，し

かも同性だけで収容されていたものが，小さなファミリーグループホームで，コッテイジ

・ペアレンッという夫婦に指導されながら，男女4・5名が生活しているお話しをきいて

問題行動をもつ児童の多くなるなかで，どのようにそれらの児童をペアレンッが指導して

いるのか疑問に思いました。

　更に家庭援助サービスは，家庭生活の崩壊を防止し，児童を可能な限り家庭ケアで処

遇し，それがどうしても困難な場合は，親に代る人を与えるよう養子縁組をし，それが不

可能の場合は、里親，グループ・ホーム，施設に短期間あずけ，家庭を立て直して帰すと

いう方法についても関心をもちました。

　渡豪の前に，全社協の鈴木福祉部長からr児童問題の動向と養護施設の課題』の講義や，

スーパー・バイザーとして，日本総合愛育研究所の網野武博部長や，厚生省の三村誠児童

福祉監査官の指導をうけながら，2回に亘る事前研修をして，それぞれの関心や疑問を出し

合い，研修のテーマを考え合いました。

2．オーストラリアの現状

　オーストラリアは，日本の面積の20．7倍，人口は8分の1で1200万人，資源の豊富な国

です。羊の国というイメージも強いのですが，金鋼，ポーキサイド，ウラニウム鉱石も開

発され，石炭は露天堀りで，国民1人当りのGNPは日本の1．1倍で，都市居住人口の割

合も日本より高いとのことです。

　日本との貿易は，米国，サウジアラビァ，インドネシァに次ぐ第四の貿易国で，最近は

オーストラリアの輸出の3分の1は日本であるそうです。

　この国は州で構成されていますが，労働条件をめぐる大争議の際，労働側が州を通じて
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連合するようになり，それに対抗して使用者側も団結して連合するようになり，連邦国家

ができあがったといわれ，生産性のなかで所得の倍増より労働時間の短縮の方向をとり，

世界で始めて8時間労働制をつくった国です。それでも，我々が訪問したコッテージやユ

ニットと呼ばれる，いわゆるグループホームのママさんは200　m2から500m2程の広々と

した建物の中で24時間勤務を誇りとして子育てに励んでいました。

　憲法の規定によれば，教育，住宅，公衆衛生，児童福祉などの多くの福祉サービスの行

政責任は，六つの州政府とされています。連邦，州，市町村の権限も，財源も大体におい

て3：6：1の割合で配分されており，道路，学校，病院，地域開発の大部分の権限は州

政府にあります。

　政府事業の財源は，連邦政府水準では，税金（所得税と法人税）が82％，州水準では連

邦政府からの補助金が，全予算の半分を占め，福祉関係予算の占める割合は全予算の27％

といわれ，日本よりはるかに高いのです。

　オーストラリアの社会福祉制度は連邦政府，州政府，市町村という三段階の水準を異に

する政府の実施する計画の総体であるといわれています。業務の分担の様式は，同種のも

のを国，都道府県，市町村と縦に下していく日本のタイプとは異なり，プロジェクト別の

分担様式をもっております。（「各国の社会福祉」国際社協日本委編小島蓉子著参照）

3．児童養護の基本方針

　以上述べたように，離婚や失業率からみても，オーストラリアの児童の養育環境は必ず

しもよくないと思われます。

　オイルショック当時は1％の失業率は，1980年代に入り6％台となり日本より高いとき

いて渡豪しましたが，現在は10％台となり，特に若者の失業が多く．5人に1人が失業し

ているとききました。

　離婚率も日本の倍で，話しによると，普通7年平均の同居のあとに，結婚1ζふみきって

結婚件数の45％が離婚しているということです。16才から煙草をプカプカと吸っている様

子も垣間見られました。

　各州政府の児童養護の基本方針は，家庭崩壊に至るまでに，経済的な家計指導までふく

めた家庭援助サービスを優先しており，家庭の養育機能が低下し，地域の相互扶助機能が

低下しているため，その機能を回復しようと予防福祉に力を入れておりました。それでも，

親と切り離さなければならない場合は，まず養子縁組をして親を与えております。それが

不可能な場合は，里親，グループホームや施設に入所させていますが，その数は年々減っ

ております。

　資料によると，タスマニア州は，ニュー・サウスウエルス州，ビクト1）ア州，サウス
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オーストラリア州に次いで，大舎制の施設が減っておりますが．定員満杯に入所している

施設は殆んどなく，定員という質問に，入所可能人員という言葉が返ってきました。

　グループホームの多いのは，ビクトリア州で，民間の法人セント・ジョンズ・ホームズ

のように，同一敷地内のグループホームから町へ，街へと建物を購入して，地域住民と接

触していく方向をとっていました。新たに街の中へ購入した建物は，500　mt程で，2800万

円とのことで，州政府から50％の補助があるとのことです。建物をみて感じたことですが，

僅か10名以内の児童に，個室，寝室があり，ホールや食堂も大きく，便所や風呂なども男

女別tC分かれており，プライバシーが守られているように思いました。ただ，問題行動の

ある児童のユース・ホステルの児童が悪さをして，近所の方々から，相当理解のある人で

も苦情をもちこまれるとの話でした。

　これは日本でも同じだと思いましたが，関わっている職員の多さには吃驚し．家族的な

小規模の居住施設といっても，質の高いケース・ワーカーなどの配置で，非行児の対応が

なされているとのことでした。

4、セント・ジョンズ・ホームズの経営分析

　この民間法人は，ビクトリア州の州都メルボルンにあります。同州の中でも最も進んだ

民間法人です。全団員を法人理事宅に招待して下さり，その中で，月1回の理事会開催の

ことや内容をきいて，まことにイキイキとした法人だと感ぜられました。

　この法人の説明では，指導部を中心にして，①50名の児童を対象とした10ケ所のファミ

リーホーム。②30名を対象とした5ケ所のユース・ホステル。③3地区にまたがる600名

の児童の予防福祉。④他の福祉団体と協力して300名の児童を斡旋している里親制度への

協力などであります。

　総体予算が昨年度303万豪ドル，提出された資料を1豪ドル190円で換算してみると．

①のうち，就学前児童を対象にしたユニットに15名で，1人当り年コスト223万円，学令

児など，コッテージに33名で1人当り年，コスト302万円，②の，中学卒業後の問題行動

のある児童が入所しているユース・ホステルは，社会に適応できるよう，職員配置など非

常に配慮して対応しておりますが，その経費は1人当り年コスト617万円という説明をき

いて，日本のグループ・ホームと違った感じをうけました。

　施設は小さくなればなるほど，お金がかかります。問題行動，特に非行の児童が1人で

も入ると，対応する職員が2人も3人も必要となってくる場合があります。また食事につ

いても，50人分をつくるのと，5人分とで，燃料代が10分の1というわけにはいきません。

更に記録とか，個別計画，実践記録，評価など，5人位のグループではやりにくいもので

す。
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　即ち，専門性と社会化の問題財政上の問題など，考えれば考えるだけ頭の痛い問題で

悩みは深まるばかりですが，経営の面から以下考えてみたいと思います。

　日本の措置費体系と違って，「州政府による保護監督」（Ward　of　State　or　State　Ward

一
以下「保護監督」と略）といわれる，州政府機関の規定によって措置される児童は約

半数で，残りは，日本の用語で言えばいわゆる自由契約によるもので，これの徴収金は雑

収入や寄付金収入と同じく特別の補助金となっており，この契約が多ければ多いほど赤字

となっているとの説明をうけました。

　セント・ジョンズ・ホームズの昨年度の収入は，州補助が75．　53　％，寄付金収入5．23％

自由契約による収入2．5％，投資収入2．09％，その他，雑収入5．48％，残りは特別寄付

や，法人の持ち出しであります。

　日本の場合は，利用者の自己負担分（1部負担も含む）は，一応，公に入金され，措置

費となって支出されます。その金は建物の大型修理や購入には使わないのが原則ですが，

オーストラリアの場合，管理費や，建物に金をかけており，日本の施設より広々とした感

じで，それらがコストに入っているようで，日本の法人会計とは異なったシステムとなっ

ています。

　資料によると，人件費の補助は90％，建物の取得などは50％の助成があるとの事で，同

ホームの里親関係をのぞいた決算では，252万（約4億7，880万円）ドル，そのうち支出

は，給料72．42％，管理費11．24％，事業費9．53％，教育費0．43％，修理費5．58％，そ

の他0．8％となっています。事業費9．　53　％の内訳をみますと，17種目の児童の直接処遇に

使っていました。

　各種グループホームなどの，74名の児童の施設会計の決算は，176万7，957豪ドル（約3億

3591万円）のうち，人件費50．35％，事業費8．58％，管理費5，58％，教育費0．43％，建

物の修理4．33％，その他0．63％で，上記決算の252万ドルのうち70％近くを施設会計，

地域の予防施設に30％弱使っております。

5．おわりに

　タスマニアの州都であるホバートでは，地域福祉省のジョン・クレアリー大臣のレセプ

ションIC始まった歓迎，そしてプライス師の御手配と御配慮。そしてメルボルンのセント

ジョンズ・ホームズでは経理関係を始めとする膨大な資料とエリス氏，ビア氏の熱のこも

ったゼスチァーと心のこもった歓迎に感動しました。

　シドニーでは，資生堂の高梨支社長さん．わが同級生，連邦政府の発堀燃料（石炭）の

筆頭研究科学者となった柴岡道夫君から，同市の通園の障害児施設や，連邦国家の離婚状

況など，3時間もお話しのできたことを，心から感謝いたします。
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　僅か15日間の研修でしたが，私の法人からみますと，地域福祉では何十倍もの努力をし

ておられます。一地区のセンターを訪問しましたが，紹介された職員の多いのには，ただ

ただ驚き，地域福祉に力を入れていることがよくわかりました。

　私も良いことは直ちに実践するというオーストラリアに学んで，地元の社会福祉協議会

の会長として，640名の子供達の健全育成のために努力したい。養護施設や精薄児施設の

児童と，地域の児童の交流を更に深めるために蝦夷富士といわれる秀峯，羊蹄山のふもと，

昆布温泉湯の里に，温泉の湧出するレクリエーション基地をつくり，従来のソフトボール

大会，剣道，カルタ大会，一泊施設招待事業などのほかに，大自然とのかかわりの中で．

地域の児童と共にキャンプなどの生活の場をつくり，期待に応えたいと思います。

　最後になりましたが，この度、研修の機会を与えて下さいました資生堂財団に深く感謝申

上げ，又，明治航空の小野鎮氏始め私共の研修に多くの時間をさいて下さいました皆々様

に，視察団を代表いたしまして厚く御礼を申し上げる次第でございます。

，

セント・ジョーンズ・ホームズでの記念撮影
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1．児童処遇の体系

（1）児童養護の基本的な考え方

　　①基本的養護観

　今回の研修を通じて，あらためて強く印象づけられたことがあります。それは，国際連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s
合総会において，1959年に採択された「児童権利宣言」第6条の趣旨に関するものです。

　第6条は，こう述べています。

　「児童は，その人格の完全な，かつ調和した発展のため，愛情と理解を必要とする。児

童はできるかぎり，その両親の愛護と責任の下で，また，いかなる場合においても，愛情

と道徳的及び物質的保障とのある環境の下で育てられなければならない。幼児は，例外的

な場合を除き，その母から引き離されてはならない。…………」

　「例外的な場合」を除いて実の親から離すことは避けなければならない，という考え方

は，今日ごく常識的なものとなっています。しかし，その「例外的な場合」そのものをあ

らためて根本的に，厳しく見直すことの意味を，今回の研修であらためて問い直される思

いがしました。

　児童にとって，それがたとえ不満足なものであっても，実の家庭はかけがえのないもの

であり，何にもまして重い存在感をもつものです。その家庭に問題があり，家庭崩壊が進

みつつあるからといって，易々と家庭から児童を引き離すことがよいのだろうか，という

問いかけは，福祉にかかわる人々や家庭が，さらに努力をすれば，それを防ぐことができ

るのではないか，という問いかけでもあります。そして「例外」という大事が生じてしま

っては遅すぎる，実親家庭から引き離して施設等で預かるという事態よりも前に，家族問

題をできる限り解決し，家庭崩壊を予防しようという実践への働きかけでもあります。

　ビクトリア州のセント・ジョーンズ・ホームズにおいてとくに強調されたこの実践の意

味の重さは，児童養護の最大の目標が，児童にとって最も望ましいこと，即ち健全な家庭

をつくることである，という実践理念と結びついています。「児童権利宣言」第6条の趣旨

を，字義どおりに受身で理解し，実践するのではなく，積極的IC受けとめ，実践していく

ひとつの例が，ここにみられたように思います。

　さて，このような実践理念は，今回訪問したオーストラリア全体に，まだゆきわたって

いるわけではありません。今回訪問したタスマニア州，ビクトリア州の両州のうち，タス
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マニア州は，国の南端に位置する人口約40万人の小規模な閑静な州です。わが国と同じよ

うに，養護ニーズがより多様化しているのは，都市を多く擁するビクトリア州の方であり，

これらの問題に対応して，幅広く，きめ細かいサービスをすすめる必要のあるビクトリア

州の方が，タスマニア州より進取的な状況がみられます。ビクトリア州は，政府自体が，

養護上の問題をもつ児童に対して，社会が可能な限り対策を講じて，児童やその家族を援

助，強化し，実の家庭から代替的なケアに措置されることを防止するという方針をうちだ

しています。

　とはいえ，オーストラリアの社会福祉の基盤は伝統があり，根強いものがあります。訪

問した両州における福祉サービスの理念や体制をみますと，当然のことながら共通点がみ

られます。とくにわが国と異なっている点でみるならば，両州はともに，児童福祉や児童

養護サービスを所管する政府は，地域福祉省の名称を持ち，サービスの基本方針として，

「より地域に近いところで」，「より家庭を援助する方向で」という考え方を示しています。

たとえば，児童養護のための施設のあり方としては，「より少人数の子どもを」，「より家庭

的に」，「より短期間で」，「より地域に結びついたところで」処遇しようという考え方です。

　このような背景には増大する経費を抑制しなければならない財政面の苦慮があることも

否定できません。しかし，家庭や地域を重視したサービスが，決して安くつくものでもな

いことは，本文で種々ふれられているとおりです。この考え方の背景には，むしろ，児童

の健全な発達にとってかけがえのない家庭の存在を再認識し，それを支える重要な柱が地

域福祉であるという考え方が，これらの事業にたずさわっている人々，専門家，行政担当

者の間に確実に浸透していることを見過すことはできません。

　児童養護の基本は，健全な家庭であること，そして実の家庭外での養護の処遇において

も，家庭的養護を可能な限り重視すること，この点をあらためて確認する必要があります。

　　②児童養護の積極的な展開

　児童養護がすすめられる基盤としての児童福祉の体系は，「普及」「増進」「予防」の比較

的積極的な分野と，「支援」「補完」「代替」という比較的事後処遇的な分野とで構成されて

います。一般に，児童養護と称される内容は，最も狭義には，このうちの「代替」のみを

さしている場合が多く，より広義に称される場合でも，「代替」「補完」「支援」の範囲まで

をさしていることが多いものです。しかし，養護の重要な機能は，実の親や家族などの私

的な養育の範囲内では，児童の発達や福祉を全うできない状態にある場合に，社会的にあ

るいは公的な働きかけや援助によって，その児童の育成をはかることです。したがって，

児童養護と称される内容は，最も広義には，個々の家庭や児童に働きかける内容をもっ

「予防」のみならず，「増進」をも包含している積極的な意義をもつものといえます。

　この積極的な児童養護を，体系的，包括的に行っている公・私団体は，今日存在してい
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るとしても，きわめて稀少な存在であるといえます。我々が訪問したビクトリア州のセン

ト・ジョーンズ・ホームズは，これを理念として受けとめ実践を試みているひとつの典型

であるのかもしれません。

　現在のセント・ジョーンズ・ホームズのすすめている事業は，当初の大舎制養護にみら

れる「代替」という最も狭義なものから，次第に拡大され，今日では，多角的サービス計

画（multi－service　plan）と呼ばれるまでになっています。何故このような展開がなされ

るようになったかについて，1．G．エリス氏は，訪問した我々に対して，つぎのように述べ

ています。

　「それは，児童は自分自身の実の家庭から引き離されてはならない，という強い信念に

基づいています。調査の結果などから，施設（Children’s　Home）に入所した子ども達の

多くは．もしその実の両親に適切な援助を行っていたならば，子ども達は自分の家庭に残

っていることができたであろうと思われたからです。もし，子どもが自分自身の家庭から

どうしても引き離されなければならない時には，私人の里親家庭が，施設よりもよりノー

マルな環境として与えられます。こうして，もしケア・フォース（家族に対する予防的援

助）あるいは里親による養育が，子どものニーズに適切に対応できない時にのみ，施設に

入所させることになります。」

　ところで，ここで言う施設もまた，今日では集団的施設養護というイメージとは異なり，

いわゆるファミリー・グループ・ホームと呼ばれる家族ユニットとして位置づけられてい

ます。また，青少年のためのホステルも，家庭的処遇を基礎としています。いわゆる収容

施設型養護は，オーストラリア全体においてもその割合は低下し，脱施設化の傾向がみら

れます。今後施設型養護は，複雑な問題をもち，また処遇の内容がより専門的な配慮を必

要とする児童を対象とするものに絞られていく傾向にあり，この点は，今日のわが国の児

童養護を考える上で，対比的なものです。

　また，新しい視野でとらえ直しているものに里親事業があります。セント・ジョーンズ

・ホームズでは，里親家庭によるケアの考え方の中にも，家族援助による「予防」という

観点が含まれています。即ち，むしろ家族問題がより深刻になる以前に，できるだけ短期

間，家庭的雰囲気で児童を預かり，児童を養育するとともに実の家族を援助し，より深刻

な問題に至らぬような予防的役割を積極的に果たすということです。さらに，家族援助サ

ー ビスの一環として，新しく交流計画（Interchange　Program）をすすめています。これ

は，1981ffの国際障害者年を機にすすめられたもので，月に1回程度，日頃心身に障害を

もつ子どもの養育や介護に追われている両親から，週末にその子どもを個人の家庭で預か

り，しばらくの休息を与え，障害のある子どもに広く様々な家庭生活を体験させようとい

うものです。この活動は，地域における家族交流を通じて，家族問題や家庭崩壊を「予防」
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するだけではなく．障害児やその家庭のノーマライゼーションや福祉にかかわる「増進」

の意義をもっています。

　このほか，タスマニア州においても，ホバートに存在するクラレンドン・チルドレンズ・

ホームでは，児童のみならず両親やきょうだい家族ぐるみ受け入れて，ホーム内で生活

を援助し，指導する家族ケア・ユニットの体制をもっています。このような例は欧州にお

いてもみられますが，非常に注目されるものです。もう一方の，より広義の児童養護とし

て，セント・ジョンズ・ホームズがすすめているケア・フォースを中心とする家族援助サ

ー ビスは，今日のわが国では，施設よりも多くの公的相談機関，福祉機関あるいは私的な

福祉団体がすすめているものです。

　さて，わが国の児童養護の体系は，各々の領域，分野毎に制度的には比較的整備されて

いるといえます。しかしそれぞれの領域，分野が独自的にすすめることは，一方では，セ

クト主義的な．また閉鎖的な傾向を助長することも，否定できません。児童養護の処遇体

系についても，「補完」あるいは「代替」という限られた分野の中で展開されるのではなく

児童養護の究極の目標にしっかりと目を据えて，包括的にかつ柔軟にすすめることは，非

常に大きな意義をもっと思われます。

エリス・ビア両氏よりセント・ジョーンズで説明を受ける
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（2）施設処遇から家庭的処遇への移行と予防的福祉の開発

　　①　オーストラリアにおける養護問題発生の背景

　オーストラリアにおいても，日本と同じように発達した資本主義国共通の社会問題が発

生し，とりわけ低迷する経済不況から，10％以上の高い失業率が続くなかで，30万人以上

の児童が貧困層におかれているといわれています。

　さらに，離婚や別居が急増し，（オーストラ1Jアは19世紀，イギリスの流刑地として男性

の数が圧倒的に多く，結婚できない男性がたくさんいたため，婚姻制度そのものがゆるや

かだったものの，宗教がカトリック系のため，離婚」ま容易ではなかったようですが，家族

法が改正されたため，離婚が急増しています）。tg81年には，1年間で41，412組が離婚を

しています。そして，20才以下の未婚の女性の妊娠が確実sc増えており，1980年｛CC953．8

％の出産となっています。

　このような状況から，たとえばビクトIJア州では1250件の家庭崩壊や，子育ての欠陥が

報告されています。この中には，せっかんを受けて死亡する子どもが10人にのぼり，重傷

を受けて病院に運びこまれた児童が250人をこえるなど，家族と子どもにとって非常に深

刻な問題となっています。また，全家庭の12．9％が単親家庭であり，このうち84％が母子

家庭，16％が父子家庭です。この国では47万6000人の児童が単親家庭で育てられていると

いわれています。

　　②　施設処遇（大規模集団施設）から家庭的処遇（ファミリー・グループ・ホーム等）

　　　　へ

　児童の健やかな成長にとって必要，欠くことのできない家庭の基盤のもろさは，児童福

祉上深刻な問題です。近年オーストラリア，ビクトリア州政府では福祉施設の役割の基本

方針の1つとして，「児童は家族の一員であり，常に家族との結びつきを持つ権利を有して

いる。児童は，十分に成熟した発達を遂げるために，必要な最良の家庭環境，すなわち密

接な情緒上のふれあい，指導，愛情，保護，健全で安全な養育が提供されるべきである。

したがって，やむをえず実の家庭によって養育できない場合は．可能な限りノーマルな家

庭環境において育成されるべきである。」と明文化しています。

　このような考え方の上にたって，オーストラリアでは，近年急速にこれまでの伝統的な

大舎型施設から，形態を変え，ファミリー・グループ・ホームへと変化してきました。

　家族との生活の場を失った子どもたちを．小さな集団で育てる考え方は，もともと1950

年頃ヨーロッパでおこり，最初の試みはイギリス，ノルウェー，スイス，で行なわれまし

た。

　オーストラリアでは，ビクトリア州児童局の係員が，当時これらを視察検討した結果，
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1957年，メルボルンにはじめてこのような形態の施設ができ，今ではほとんどがこのよう

な形になりつつあります。

　私たちの訪問した，セント・ジョーンズ・ホームズも，1921年に法人が設立されました

が，最初は放任されたり，孤児であった100人の男児を大舎型施設へ収容することから始

まりました。

　そして，1956年理事会で施設型から家族型へ形態を変えることが話しあわれ，ファミリ

ー・ グループ・ホームが最初実験的に本部の敷地内で始められました。

　実験の結果，ファミリー・グループ・ホームが子どもたちの成長発達にとってすぐれて

いることが明らかになり，その後本部の敷地外，いわゆる地域社会の中へも多数のグルー

プ・ホームが設置されるようになりました。

　子どもの成長発達にとっては体よりも人間的な信頼関係を基本とした情緒的なふれあい

が大切です。それらを最も実現しやすいのは家庭での親子の生活です。しかし，残念なが

ら何らかの理由で肉親による子育てができない場合は，正常な家庭にできるだけ近い環境

の中で子どもは育てられるべきです。

　そのような生活環境の中で，子どもははじめて過去の様々な心の傷をいやし，自己の過

去と現在について深く考え，そして，将来子どもたちが大人になって，社会人として生き

ていくとき，人間の生き方としての多くの見本をみることができます。

　このノーマライゼーションという考え方が基本となって，オーストラリアでは多くの大

型収容施設から，地域社会の中で生活を営むファミリー・グループ・ホームへと移行され

てきました。

　大型収容施設時代には，通常150名から200名の子どもたちが，男子か女子だけに分け

られ，集団生活を営んでいました。

　それらの生活は，地域社会の一般生活からかけ離れたものとなっており，子どもたちに

依存の対象をみつけ出しにくいなどホスピタリズムをはじめ，子どもたちの成長発達；Cと

って様々なマイナス現象があらわれてきました。

　ファミリー・グループ・ホームはこうした背景の見直しのもとに，オーストラリァにお

ける主要な施設養護の形態となっています。そして，10代の情緒的に問題のある子どもIC

対しては，ユースホステルとよばれる少人数のグループホームで訓練や治療教育が行なわ

れています。

　　③予防的福祉の開発

　これまでみてきたように，オーストラリアにおいては，大型収容施設からファミリーグ

ループホームへと移行するとともに，家庭援助サービスといって，子どもたちを可能な限

り施設へ入所させることを食い止め，家庭で親と共に生活のできるように，離婚の危機や
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家庭の不和などに直面している家庭に対して，問題解決の方法を特別な技術で指導援助を

行っています。

　さらに，里親制度が家庭再構築の早期達成という目的で拡充され，里子の措置期間の目

途を最長2年とし，期間を何段階かに分け，子どもたちが里親家庭に預けられている間に

も，実親と密接な連けいをとり，週末をはじめ，必要に応じて実家に帰し，早期に家庭へ

復帰できるような配慮がされています。

　1975年から連邦政府は家族援助プログラムのために，巨額の資金をあてるようになりま

した。ビクトリア州では，3つの民間施設がこの資金で具体的プログラムをたて，実践を

はじめました。

　セント・ジョーンズ・ホームズもこのうちの1つで，危機にある子どもたちが，肉親か

ら離れて施設へ措置される数を減らすことを目的に，種々の社会資源を活用して，対象家

庭に適切な援助を与えいわゆる予防福祉活動を行い，危機にある多くの家庭崩壊，家庭分

散を救ってきました。

　このようなケア・フォースとよばれる予防福祉事業を今後もさらに発展させながら実施

していくことにより，多くの家庭が救われることになります。

　これらのことは，日本においても今後児童相談所，福祉事務所等の関係機関と施設とが

連けいしながら，本格的に取組んでいかなければならない重要な課題です。

（3）施設と職員の専門性と社会的な位置づけ

　　①セント・ジョーンズ・ホームズにおける施設と職員

　まず，オーストラリアにおいて，最も先駆的な，充実した児童福祉サービスを展開して

いるセント・ジョーンズ・ホームズにおける事業，職員の専門性を例にあげながら述べて

みたいと思います。セント・ジョーンズ・ホームズは，1956年頃より，それまでの大舎制

施設から，地域分散型児童養護（ファミリー・グループ・ホーム）への移行，1975年よ

り，予防型児童養護としての在宅ケア・サービスを実施してきています。セント・ジョー

ンズ・ホームズは，現在150名の職員（約3分の1は非常勤職員）で構成されており，そ

れぞれの職務分担を非常に明確にして業務を推進しています。運営の中心である理事会は

10名で構成され，理事は毎週水曜日の定例理事会に参加し，各部門上級職員との会合，基

金の募集等が主な役割となっています。法人の財源は公費だけでは不十分であり，理事達

の積極的な活動によって支えられています。日本では，とかくみられる形式的な形での理

事会ではなく，理事一人一人が法人運営の大きな柱となり，無給ではありますが児童福祉

に対する情熱をもち，自信にあふれ，民間法人の開拓的精神を十二分に発揮しているよう

でした。施設長は実質的に，セント・ジョーンズ・ホームズの核であり，日常業務，児童処
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遇，職員処遇，理事会との連絡・調整等の中心的存在です。施設次長は財務管理部長を兼

ね，財務管理部門を担当しています。セント・ジョーンズ・ホームズの年間総予算303万

豪ドル（約5億5，700万円）ですが，予算は財務委員会で審議され，理事会の決議を経て，

各チーム・リーダーに通知されています。財務の事務処理は，コンピューターを導入し簡

素化を図っているとのことです。

　収容型児童養護（Resident三al　chi工d　care）の中心部はリソース・ユニット（専門化集

団）であり，リソース・ユニット・チームは，チームリーダー，青少年コーディネイター，

ファミリーグループホーム・スーパーバイザー，保母，ソーシャルワーカー，教育指導員，

治療教育指導員，チャイルドワーカー，青年指導員，用務員，等で構成されています。そ

の業務は．①コッテッジ，ホステル，ユニットへの入所の決定，②ハウスマザー，一般職

員に対する訓練，研修の企画，③児童．親へのカウンセリング，学習指導，職業指導，④

家庭復帰の為の再調整，退所後の指導，⑤心理学者，小児科医，精神科医，州政府職員等

の連絡，調整などであり，専門化集団として幅広い機能をそなえています。

収容型児童養護

（専門化集団）

施設次長
（財務部長）

コッテージ　　ユニット　　ユース±ステル

7ケ所　　　4ケ所　　　6ケ所

学童　　低年令児　　青少年

理事会

財務管理委員会

防型児童養護

ケアーフt一ス　　エスニック　　フtスターケア

　3ケ所　　ケア’フォース　3ケ所
　　　　　　移民家族

ト
一

ス

ポサ

ビ

一リ
一

、

、

、

ア
サ

フ

ホリデーコッテージ

　　　1ケ所

　　　　　セント・ジョーンズ・ホームズの組織図
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　収容施設は，青少年を対象とするユースホステル（Youth　hostel），学費を中心とする

コッテッジ（Cottege），就学前の低年令児を対象とするユニット（unit）があり，それ

ぞれ一戸に4～6人の児童が収容されています。ファミリー・グループ・ホームのスタッ

フは，夫婦を職員として採用し，ハウスマザーの夫は一般家庭の父親と同じように外部の

仕事に出かけ、ホームでは無給で父親の役割りを果しています。ハウスマザーの資格条件

は要求せず，暖かい人間性，子供を養育できる人，子育ての経験，技術にすぐれた人であ

ればよいとされ，我々が資格条件を尋ねると，子供を育てるのに，何故資格が必要なのか

とけげんそうな表情をみせたりもしました。ファミリー・グループ・ホームのペアレンツ

は．リソース・ユニットのソーシャル・ワーカー，教育指導員，医者等のアドバイス，協

力を得ながら児童の処遇を行っています。ハウスマザーの勤務時間は，一般家庭の母親と

同様24時間のフルタイムである為，休暇日，又，年6週間の休暇には代わりのスタッフが

派遣され，児童の養護を行ったり，ホリデー・コッテッジで他の専門職員によって養護す

る方法もとられています。ただ，ハウスマザーの平均勤務年数は短く，契約年数の3年程

度であり，ハウスマザーの家族にとっては非常な精神的負担になっていると推察できます。

　予防型児童養護（Preventive　child　care）では，メルボルン市（人口約300万人）8地

域のうち，内東部地域（40万6千人），外東部地域（30万5千人），北東部地域（36万9千

人）の三つの地域でケア・フォースを展開しています。このケア・フォースは，既にふれ

ているとおり，児童問題，家庭の崩壊等を施設の入所以前に回復・調整し．健全な家庭の

維持の為の予防策として対象家庭に適切な援助を与えるものです。

　三地域のケア・フォースチームは通常10人～15人の専門職で構成され，予防活動にあた

っています。ケア・フォースの家庭援助サービスプログラム（Family　support　Services）

は，次のようなものです。

　i）家庭援助サービス　Family　Aide　Service

　ii）家庭相談　Family　Counsehng

　iii）家計相談　Financial　Counselling

　iV）ボランティアの訓練Volunteer　Training

　V）緊急家族宿泊設備サービス　Eamergency　Accommodtion

　Vi）短期的児童養護　Temporary　Child　care

　Vii）地域児童サービス　Community　Child　care

　viiDファミリー・センター　Family　Centre

　iX）チルドレン・センター　Children　Centre

　X）特別プログラム

さらに民族ケア・フォース（Ethnic　care　Force）や里親の業務などを行っています。
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　以上のように要養護児童予防の為いろいろな方法で援助を行っているわけですが，家族

が崩壊し，子供が施設へ入所することのないようにするために．予防が最も大切だと認識

し，ありとあらゆる種類の予防を具体化しています。そこには，あくまでも家族を中心に

とらえ，健全な家庭を作ることで健全な社会を作りたいという願いがあらわれています。

　セント・ジョーンズ・ホームズは，専門化集団と日常の直接処遇職員，そして各チーム

等の人的配置を非常にはっきりと区別し，職員の専門性の方向づけを考慮しながら相互作

用のもとに処遇の効果を高める形態をとり，そして，一つ一つのチームが最終的にはセン

ト・ジョーンズ・ホームズの大きなチームとして活動するというチーム・アプローチを重

要視した運営を行っています。

　　②　専門化の社会的位置づけと展望

　セント・ジョーンズ・ホームズのこれら職員の社会的位置づけをみると，ある程度経験

を積んだソーシャルワーカーは法律家，医者程ではありませんが，社会的によく認められて

おり，サラリーも裏づけられています。ただ一般の職員はかなり広く理解されてはいます

が，地域住民はご苦労な仕事だろうといった程度の気持ちであり，社会的には高い地位に

あるとは思わないというエリス所長の話でした。職員に対する評価は日本とよく似た状況

であるといえます。一般的に事業体はよく理解され受入れられていますが，やはり日本と

同様に，自分の家のドアーの隣りでなければよいといった考え方の人も一部にあり，地域

の理解を得なければスムーズな運営はなかなかできません。セント・ジョーンズ・ホーム

ズの運営費すべてが公費，援助金等の収入であり．その為効率的な運営，児童処遇上の実

績，費用に見合う専門的なサービスがなされなければ資金の面でも地域のサポートは得ら

れません。

　ビクトリア州では最近5～10年の間に民間養護施設は50％減少しており，オーストラリ

アでは脱施設化の波のもとに子供を施設からコミュニテーベ一スにのせている時期でもあ

り，幅広い代替ザービス，家庭に対するアプローチの方法を整え，又，ニーズに合った専

門化されたサービスを提供するため，高度な資質をもった職員，高度なプログラムが要求

されてきています。又，地域により密着したローカルベースの社会資源を考えていくこと，

即ち昔のような隣人同志が助け合う，向う三軒両隣りの関係に戻そうとするなど，地域に

根づいた施設養護，予防的ケアを目ざしているとの印象を強く受けました。

　このように福祉の専門性を高め，より地域に根ざしたサービスをという考え方はオース

トラリアすべての施設にみられるわけではありません。歴史的にも新らしいオーストラリ

アでは，地域的icも施設によっても大きな格差があり，我々の訪問したもうひとつの州で

ある人口37万人のタスマニア州のように，日本では想像できない程のゆったりとした環境

の中で，一つ一つ児童養護の効果的方法を見い出していこうとしている地域もあります。
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　しかしながら，オーストラリアでは行政が民間の独創性，活力を柔軟に受け止め信頼し

引き出している姿勢もあり，さきにあげたセント・ジョーンズ・ホームズの専門性と人間

性を重視した活動は，今後さらに広がりを見せることが期待されているように思われまし

た。そして，その内容は，日本の施設のあり方を考える上で多くの示唆が含まれていたよ

うに思います。

（4）児童処遇の現状把握と今後の課題

　現在の児童養護は，高年齢児童の増加，児童問題の複雑化，養育期間の短期化等々，実

に様々な児童背景を担っています。このような状況にありながら，わが国の児童処遇の現

状は，これら一人ひとりの児童のニーズに最も適した処遇サービスが展開されているとは

言い難いものがあります。

　オーストラリアでは既に，先に述べた基本的な考え方と社会背景から，社会福祉機関自

体が，その処遇機能を，より家庭的，より多面的なサービス拡大の実現化へと，主体的努

力を続けています。

　ここでは児童処遇の現状について．オーストラリアとの比較を通して，日本の場合を検

討するとともに，今後の課題を考えてみたいと思います。

　　①　児童処遇の現状と比較

　　　ア　家庭的処遇について

　オーストラリアの児童処遇の中心は家庭的処遇であることを強調してきましたが，具体

的にはどのようなif　一ビスがあるのでしょうか。

　タスマニア，ヴィクトリア両州でよく耳；Cした処遇の場の表現は，「ここは家庭です」，

「これがノーマルな状態です」というものです。児童処遇の場が「家庭」そのものであり，

「ノーマルな状態」にある場合，それは狭義の家庭的処遇サービスととらえることができ

ると思います。この処遇を担う代表的なサービスは，「在宅指導」を別として，「フォスタ

ー，ケア（foster　care）」と「ファミリー・グループ・ホーム」があります。「フォスター

・ ケア」は，地域の一般家庭そのものに児童処遇の場を設けたサービスです。また「ファ

ミリー・グループ・ホーム」は，機関が所有する地域の一般家屋に，機関が雇用した「お

母さん」とその家族が共に住み，4～6名の児童を対象とした処遇の場を設けているサー

ビスです。

　また，狭義の家庭的処遇とは言えないものの，広義の家庭的処遇の場としてとらえられ

るのが，「園内グループ・ホーム」「ユニット」「ホステル」等です。これらは，家庭機能に

近い状態で処遇を行いながらも，「家屋が地域社会に独立していない」，「養育の担い手が職

員のチーム編成による」等，完全に「ノーマル」とは言えない内容を有している家庭的処

一 25一



遇サービスです。

　オーストラリアにも「大舎制居住型施設」における施設処遇がまだ存在しています。し

かし，ヴィクトリア州でも2機関のみであり，その他の機関は「家庭的処遇」へ移行して

きたのが現状といえます。

　これに対し日本における児童処遇はどのようになっているでしょうか。

　狭義の「家庭的処遇」サービスの場としては，「養育里親」があげられますが，このサー

ビスを活用している児童は，全措置児童の約ユ割しかいないのが現状です。

　また「グループ・ホーム」tζついては，全国でもその数は20ホームほどしかないと同時

に，その内容も．養育の担い手が夫婦である形態から，職員のチーム編制による形態まで

様々です。狭義の家庭的処遇としては「里親型」がわずかな数ありますが，「分園型」は広

義の家庭的処遇の傾向が強く，中には単に建物が地域にあるという以外は施設処遇と変わ

らないものさえあります。

　このように．わが国では真にノーマルな「家庭的処遇」サービスが少ない現状にあり，

他の児童処遇は凡て，居住型施設における施設処遇を行わざるを得ない状態であるといえ

ます。

　このように，オーストラリアと日本の児童処遇における「家庭的処遇」の現状には大き

な違いがみられ，基本的な考え方そのものが異っているといえるのではないでしょうか。

　　　イ　児童のニーズとサービスの活用ICついて

　オーストラリアでは，家庭的処遇を基本として，児童処遇サービスの種類を拡大してき

ていますが，どのニーズにどのサービスが活用されているのかを，日本の場合と比較しな

がら見てみたいと思います。

　オーストラリアでは，保護者のいない児童には，まず「養子縁組」サービスが活用され

てきましたが，近年は保護者のいない児童そのものが減少しているため，以前ほどの活用

はされなくなってきています。この現状は日本においても同様ですが，オーストラリアの

場合は，児童福祉の観点から，障害や問題を有する児童の縁組についても積極的に取り組

む等、わが国の姿勢と異なる面が見うけられます。

　次に．保護者がいながら，問題解決のために援助が必要な児童の場合は，次のような段

階でサービスが活用されています。

　第一段階は，在宅のままで．問題解決がはかれるケースです。これに対してはオースト

ラリアで特に力をいれ始めた「予防型サービス」が活用され，その代表的なプログラムと

して「ケア・フォース」があります。日本の場合は，児童相談所等の公的機関がそれぞれ

の分野で在宅指導にあたっていますが，「ケア・フォース」のように，民間機関による効果

的なチームワーク援助は今後検討される必要がある課題です。
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　第二段階は，問題解決をはかるために，児童を一時的に家族から分離せざるを得ないケ

ー
スです。このようなケースにはまず，「フォスター・ケア」サービスが活用されています。

この「養育里親」サービスは，「養子縁組」とははっきり区別され，あくまでも実親の元へ

戻すまでの一時期間の養育サービスとして，ソーシャル・ワーカーの指導の元に行われて

います。日本の場合は，この「養育里親」の目的が明確でなく，短期養育も促進されてい

るとはいえ，養子縁組との関係との問題を含む長期養育が多いといえます。しかしその活

用は先tc述べたようにわずかでしかないうえ，都道府県の姿勢によって差があり，活用が

ゼロの県から，制度化して1割ちかくの活用を行っているところまであるという状態です。

施設処遇以上に全国的に内容の差が著しいこのサービスは，日本に即したあり方を充分に

研究し，より効果的なサービスとして活用可能になるよう検討されるべきと思います。

　第三段階は，児童の問題がより困難であったり，兄弟姉妹の数が多い等の理由で「フォ

スター・ケア」のサービス活用が適当ではないケースです。このようなケースには「ファ

ミリー・グループ・ホーム」や「ユニット」等の家庭的かつ専門的機能を備えたサービス

が活用されています。児童の問題としては，情緒障害，学習遅滞，身体的障害等があり，

所属機関のスーパーバイザーによる訪問指導の元に専門的，治療的処遇が展開されていま

す。

　また，これまで述べてきたサービスが活用不可能な時には「大舎制居住型施設」を用い

ることになりますが，近年は児童数の減少あるいは閉鎖の方向で進んでいることからも新

しい活用はないに等しいと考えてよいようです。

　日本の養護児童の場合は，サービスの種類が多くないこともあり，ニーズの明確な選定

がないままにほとんどの児童が「居住型施設」サービスを活用せざるを得ないのが現状で

あることは前にも述べたとおりです。

　オーストラリアでは更に，社会生活に適応できない，あるいは自立の方法を知らない等

の問題を有した高年齢児童のためのサービスがあります。これは「ユース・サービス」と

呼ばれ，地域社会に設けられている「ホステル」での生活指導や「職業訓練所」での職業

指導が行われています。このサービスは，専門スタッフによる治療的，教育的アプローチ

が大きな役割を持ち，高年齢児童が増加している現状において，ニーズの高いものといえ

ます。日本でも同様に高いニーズがありますが．その対策としてのサービスは不充分であ

ると言わざるを得ない状況です。「居住型施設」の中には，高年齢児童を専門に処遇する工

夫がなされているところも増えてきましたが，児童福祉法による措置年齢の制限が適切な

処遇を阻む状況を作っています。また，アフターケア施設として存在する機関に対しても

行政の援助姿勢は消極的で，昭和60年にやっと東京都が「自立援助ホーム」として認める

にいたったところといえます。
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　以上述べてきた様々なサービスが，オーストラリアではどのような割合で活用されてい

るかを知るために，セント・ジョーンズ・ホームズの昨年度の取り扱い数を参考にすると，

「ケア・フォース」が約6割，「フォスター・ケァ」が約3割，「グループ・ホーム」がO．5

割，「ホステル」が約O．　5割となっており，具体的な活用状況がうかがえます。

　これらの比較を通して，日本1ζおける処遇内容の検討や新しいサービスの拡大が必要と

されていることがわかります。そしてまた，どのようにサービスが活用されていくべきか

を検討し実現化していく課題があると思われます。

　　②児童処遇をめぐる課題

　これからの日本の児童処遇の課題を考察するにあたって，まず確認されなければいけな

いことは，オーストラリァがそうであったように，わが国が「居住型施設処遇」中心から

「家庭的処遇」へ，また新しいサービスの拡大へ，との姿勢をとるのか，あるいは現状を

維持しようとしているのかが問われているということです。

　　　ア　基本的考え方の課題

　家庭的処遇を可能にしている考えは，児童のニーズを中心とし，児童に対してより人間

的な生活の場を設けることをねらいとしたものであるといえます。

　日本では長い間，「集団養護理論」が児童処遇の考え方として主流を占め，居住型施設は

その実践の場として現在に至っているのが現状です。更に加えて，労働基準法の導入によ

り．児童の生活の場は「家庭的処遇」とはいい難い内容へと変化せざるを得なくなったの

です。

　この基本的な考え方の違いについて，わが国の行政機関，社会福祉従事者，そして国民

全体が認識し，児童に適した処遇をいま一度真剣に見直すことが必要とされていると思わ

れます。

　　　イ　行政との関係における課題

　オーストラリアの行政姿勢は，民間機関の開拓精神を重視し．より効果的なサービスに

は積極的に援助をしながらも，その運営は機関独自に任せていました。一方民間機関は行

政の補助金のみに頼ることなく，自ら資金を集めては更によいサービスへと発展させてい

ます。

　現在の日本の行政は，100％に近い措置費を民間機関に援助していると同時に，管理指

導も強めてきています。そして民間機関は，その関係の中で開拓性や独自性を弱められ，

使命を見失いがちな現状といえます。

　行政のあり方を変えることは容易でないながらも，この関係を克服してよりよいサービ

スを生み出すことが必要とされています。

　　　ウ　国民性，国情等の課題

一 28一



　「家族」「血縁」を重視するわが国の国民性は，「養育里親」や「ファミリー・グループ

・ ホーム」として自らの家庭を提供することを困難にしていると推測できます。

　さらに加えて，住宅状況，教育問題，主婦の就労等々，わが国の社会状況は厳しいもの

があります。

　この状況をふまえて，地域社会の中におけるサービスがどうあったらいいのかが，より

研究されなければいけないと思われます。

　　　工　社会福祉従事者の課題

　先にも述べたように，わが国の児童処遇職員は，そのほとんどが専門資格を有している

レベルの高いものであります。しかしその専門性が，ケースワーク，グループワーク処遇

等の技術にのみかたより，児童を養育する技術としての「受容，なぐさめ，しつけ等」を

含む親に代わる愛情そのものをおろそかにしていなかったかが反省させられます。

　両者の技術のバランスと，チームワークによる児童へのアプローチを重視しているオー

ストラリアを参考に，わが国の専門技術を児童処遇ICどう活かしていくか改めて見直す時

期であると思われます。

　　　オ　サービス活用の課題

　最後に，わが国の児童サービスが今後どのよう1こ活用されることが望ましいのかを考え

てみたいと思います。（それぞれのサービスが持つ課題の検討は後の章にゆずりたい）

　まず長期に養護を必要としている児童に対するサービスが慎重に選ばれなければいけな

いでしょう。その背景や状況にもよりますが，これらの子供達には「養子縁組」「養育里

親」「グループ・ホーム」という，できるだけ人間関係の変わらない，家庭的処遇サービス

が内容を充実させた形で提供されるべきと思われます。

　また短期養護の児童であっても，その年齢が個別処遇を必要とする乳幼児童の場合や、

地域性を必要とする学童の場合等は「養育里親」や「ファミリー・グループ・ホーム」が

活用されていく方向を期待したいと思います。

　それでは「居住型施設」はどのような児童が活用するかというと，それはやはり専門的

治療的な処遇が必要な児童であるといえるでしょう。「居住型施設」は，問題を有しながら

個別処遇を必要とする児童のための「グループ・ホーム」，集団相互作用による治療を必要

とする児童のための「小集団コテッジ」，社会生活，職業指導等，自立のために特別の指導

を必要とする高齢児童のための「ホステル（自立援助ホーム）」等，様々なニーズに専門的

に応えられる機能を有してこそ，その活用が期待されるのではないでしょうか。
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　日本の児童処遇がどのように変革していかなければいけないのか．またどのようなサー

ビスを生みだすことが必要なのか，ここでは概略と主な課題を述べたにすぎません。

　「オーストラリア」と「日本」では，歴史的背景，社会的状況，経済状況等々，同じに

は論議できない面が多くあります。課題そのものを単純に比較することなく，「法」や「経

済」の問題等をも含めた中で，改善できることは何であるかを選択し，実現化していくこ

とが期待されていると思われます。

　しかしながらいずれにせよ，わが国の児童養護もまた，児童の；一ズを中心としたもの

であり，児童の生活と精神の安定を保障するためにより人間的な処遇の展開を目ざすこと

を忘れてはならないと思います。

グレンハーベンの

ハウスペアレント

ウィルソンユニット

の皆さんと共に
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2．児童の発達とパーソナリティ・サービスーファミリー・グ

ループ・ホームを中心に

（1）オーストラリアの人口構成と公教育

　オーストラリアは，全人口の96％が海岸にそった環状に点在する都市に居住しています。

人口の90％をヨーロッパ系が占め，アジア系は2％です。また全世帯の28％が移民世帯で

す。さらtζ近年は，ベトナム・インドネシア難民が6万人もいます。言語が60種類，宗教

が40種類等，まさに複合文化社会の性格をもっており，とくにその中で，異民・移民問題

が顕在化しています。ここでは，このような特徴をもつオーストラリアの教育状況につい

てふれてみたいと思います。

　自治権については，連邦政府よりは州が強い権限を持っており，教育制度．社会福祉制

度も各州によって相違があります。オーストラリアの義務教育開始年数は州によって異な

りますが，5’－6才から始まります。例えばタスマニア州では，o幼稚園（沌ndergar－

ten）は2才から5才．　o小学校（Primaryschool）は5才から9才，　o中・高等学校

（High　school）は10才から15才，　o専門学校・進学コース（Matricul　atio　n　Colle－

ge），大学（University）は17才からとなっています。ビクトリア州の義務教育は．5才

から小学校に入学し，中学校は12才から入学し，卒業期限は3年間です。しかし，情緒障

害児，登校拒否児，非行児等は中途退学の例もあるようです。

　オーストラリアではt多くの民族をかかえてはいるものの，義務教育の就学率は統計で

は100％であり，高校以上の在学率をみても，｜980年では人口10万人当り日本が2，070で

あるの1ζ対し，2，234という高さです（UNESCO資料による）。
　　　　　　　　　　
　我国の社会は，高学歴の免許証がなければ社会的地位や高収入の道が保障されないと云

う高学歴社会が存在します。しかしオーストラリアでは高学歴の指向は見られず，受験戦

争がみられません。しかし，政府は国民が教育を受けることについては奨励しており，都

市が偏在し．また日本の人口の8分の1でありながら，高校以上進学の割合は先の統計

でみるように非常に高くなっています。オーストラリアFζは学歴的な賃金格差はないよう

です。また，年功序列賃金論もみあたりません。それは職種や専門職による生活賃金であ

るといえます。

　福祉分野をみると，我国は保母資格が必要条件ですが，オーストラリアでは保母資格は

必要としません。普通の家庭のお母さんで．子供を育てる能力がある人であればいいとさ

一 31一



れています。しかし，リーシャル・ワーカーは専門の4年生大学を卒業しなければなりま

せん。

②　要養護問題及び養護児童の処遇計画

①　要養護問題

　既にふれたように，オーストラリアにおいても養護問題発生の背景となる社会的，家庭

的背景が多くみられます。またわが国と同じく，両親の経済的基盤の脆弱さの故1こ．二次

的派生によって精神的絆が切れ．家族が崩壊し，養護問題が発生している例も多くみられ

ます。さらに，我国もオーストラリアも養育を忌避する両親が目立ってきていますし，同

時に道徳的モラルの低下も問題にされています。またオーストラリアの特徴として，結婚

年令の低年令化（女性の平均結婚年令21．2才）もあげられており，親の薬物．麻薬，アル

中等が目立・っています。

　これらを背景として，養護児童を家庭外で保護し養育する場合，オーストラリアでは少

年裁判所において判決が下されて，各地域の一時保護所を経由して，施設に措置されます。

我国との違いは，「保護監督」の措置による場合親権が停止され，州政府が後見人となり

ます。我国の場合．通常は親権の停止がない故に，逆に養護上の処遇1ζおいて，しばしば

親との協力関係で困難なケースが生じます。

入所児童の措置状況の比較

順 日　　　　　本 オース　トラ　リア
1
親の行方不明 親の病気による入院

2
離　　　別 親の離婚，養父母の養育忌避

3
長期入院 里親委託，養子縁組の不調

4
棄児父母の就労 家庭での養育．監護不能

5 親の死亡 親による虐待

6 父母の放任，怠惰性格異常，精神障害 結婚年令の低年令化による養育忌避

7
父母の拘禁 低所得階層の家庭養育機能の弱化

8 虚待，酷使 親の麻薬，アルコール中毒による家庭の

崩壊

（注）厚生省資料（58付）基督教児童福祉（2号）p．33

　我国では最近，養護施設に人所する要養護児童の質的変化と多様性が指摘されています。

その問題を大きく分けると，〔1）基本的生活習慣の欠除。〔2）学習遅滞児童の増加。（3）4±会性
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1

に欠ける問題行動（登校拒否，自閉．夜尿，失禁，神経性習癖）。｛4）反社会的な問題行動

です。オーストラリアにおいても家庭崩壊がもたらす児童の発達への影響として，このよ

うな問題をもつ児童の処遇が重視され，とくに自己覚知，自立などの援助に苦労している

ようです。家族的処遇や里親の養育では限界がある場合もみられます。

②　養護児童の処遇計画

　我国では児童が措置されるときには措置通知書を初め，諸々の書類が添付されてきます。

オーストラリアの場合も，入所児童の家族の背景．親のニーズ，子供のニーズの調書が記

載されてあり，児童の家庭復帰や社会復帰を中心に，処遇方針と処遇計画が明示されてい

ます。

　ファミリー・グループ・ホームでは，その処遇プランに従って，処遇を展開しています。

　セント・ジョーンズ・ホームズでは平均して年3回，処遇の見直しを行なっで，その処

遇効果や復帰の可能性を検討します。

　特に我国の場合は在園期間の長い児童が多いのですが，ファミリー・グループ・ホーム

では一般に2ケ月から3ケ月で退所し，長くても2年から3年です。また問題のある高年

令児童の処遇プランはより複雑になされています。

　以下に，児童の発達を重視した処遇の具体的内容についてふれることとします。

〔3）家庭的処遇とノーマライゼイション

①　ファミリー・グループホームへの歩み

　オーストラリアの児童養護の処遇形態は，ここ20年間で大きく変容してきていることは，

既にふれたとおりです。

　過去50年間，養護児童は収容保護が第一であり，大舎制の兵舎方式（Barrak　System）

であったのが，この20年間大舎制から小舎制への努力が続けられる中で更に地域の中での

ファミリーグループホームの設置など，いわゆる脱施設化へと移行してきています。脱施

設化とは，子供や収容される人達をコミュニティ・べ一スに戻していく事であり，ファミ

リー・グループ・ホーム，養子縁組，里親や予防型養護（ケアフォース）などもこれに入り

ます。

　メルボルン州のセント・ジョーンズ・ホームズでは創立当時男子対象の大舎制をとっていた

が，1956年理事会は小舎制への転換を決定し．1963年迄に4っのファミリー・グループ・

ホームが開設され大舎制に終止符がうたれています。1985年現在では10ケ所のファミリー・

グループ・ホームと5ケ所のユースホステル（高年令児の収容施設）になっており，旧ホー

ム（Original　Home）は空床になっています。

　1979年の“The　Children’s　Bureau　of　Australia”（大阪水上隣保館　佐々木氏の「オ
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ストラリアの児童福祉」学院年報，VoL　4，　J　85）によるとビクトリア州の民間施設は

248であり，その中で約6千人の子供達が生活しています。分散式のファミリー・グループ・

ホームに措置されている児童は29．4％であり，キャンパス内のファミリー・グループ・ホー

ムが20．5％であり．これらで半数を占めています。他の州においても，南オーストラリア

州でファミリー・グループ・ホームが24．5％に比べ，集合型ケァが40，5％，ニューサウスウ

ェールズ州でファミリー・グループ・ホームが22．8％，集合型ケアが35．2％を占める以

外は，クイーンズランド，タスマニア，北部特別地域の各州でファミリー・グループ・ホー

ムが措置児の半数を占め，西オーストラリア州・首都特別地域では約70％をファミリー・

グループ・ホームで占めています。

　一方ではケア・ホース（予防型児童養護）とよばれる更に革新的なプログラムが．ビク

トリア州では1976年頃から用意され．これを通じて危機にある家庭の援助指導を行うこと

で子供を施設ケアに至らないようにするという予防的サービスが展開されてきました。

　子供の発達保障に必要な家庭環境を側面からのサポートにより支えるζとができるなら

ば，ケア・フォースは正に最もすぐれた処遇の一つであると言えるでしょう。子供は，実

親や兄妹との安定した信頼関係や個別的関わりのある家庭の中で自己を確立し，成長発達

する事が望まれます。

　さて，収容保護は金がかかりすぎるという批判からも，連邦政府は，ケア・フォースに

力を注ぎ，予防型福祉に予算を組んできた経緯もみられます。しかしこの方向性は今後資

金的にも十分裏づけがある訳ではないのですが，ここ5～10年間に施設収容児童はさらに

減少すると考えられ，ケア・フォースの重要性が高くなることが予想されています。

②ファミリー・グループ・ホームへの移行の背景

　メルボルン州政府の指導の基本方針（セントジョーンズ施設長エリス氏の講演，世界の

児童と母性．Na16号，’84）によると，

　（1）社会は児童が最も健全に発達していくように援助する責任を負う。すべての児童と

　　家庭は適切な社会資源を受けやすいように配慮され，援助を保証されるべきであって

　　資源の欠如から彼らの発達が損なわれてはならない。

　（2｝児童の権利がはく奪されたり，情緒上の障害が誘引される危険のある児童に対し，

　　社会は可能な限りの対策を講じ，児童やその家庭を援助・強化し．実の家庭から代替

　　的なケアに措置されることを防止する。

　｛3）児童は家族の一員であり常に家族との結びつけを持っ権利を有している。児童は十

　　分SC成熟した発達を遂げるために必要な最良の家庭環境，すなわち，密接な情緒上の

　　ふれ合い，指導．愛情，保護，健全で安全な養育が提供されるべきである。したがっ

　　てやむをえず実の家族によって養育出来ない場合は，可能な限りノー一マルな家庭環境
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　　において育成されるべきである。

　（4）居住ケアは児童養護において最終の手段であるべきでこれに至るについては細心の

　　評価がなされなければならず，また措置が対象児にとっても最も好ましく，利益にな

　　るものであること。

とあります。このような指導方針はノーマライゼイションの考え方を背景とし大型収容施

設から地域社会の中のファミリー・グループ・ホームへと移行させることとなりました。

　タスマニア州地域福祉省の局長は，脱施設化の方向が打ち出された理由として．「1950年

代に入りクリニックなど専門的に研究していくと．施設育ちの大人は反社会的行為に走る

事が多く．刑務所の入所も多い。家庭とのコンタタトも少なく，職員の数も少ないため．

人間性豊かな養育が難しかった。人として育ち，生活していくための安定した要素として

もグループ・ホームの方が効果が大きいと考えられるようになった」と述べています。つま

り子供1ζ自分の家を与えるということです。彼は，さらに「大型収容施設に入ると，子供

は自分のもとから住んでいた社会環境や地理的環境からも違いすぎる事があり，その意味

でもファミリー・グループ・ホームはその子の元いた学校・家庭からも離れることがない

し，実親の努力義務へのアプローチも出来る。かっての大型収容施設では，非行歴のある

子を入れると非行が非行を生むケースも増えていた。同じお金をかけるなら，その子の発

達をより促す方向に考えたい。教護院，少年院なども隔離した収容施設などでなく．地域

にあるファミリー・グループ・ホームなどの社会に受け入れて治していく方がより好まし

いやり方である」と，述べています。

　そして，さらに「しかし社会に住まわせればそれでよいとは考えない。いろいろのやり

方でサポートしていく事が大切である。大事な思春期の青少年を長く罰則のため収容する

といった考え方より，入所の期間も2～3ケ月から6ケ月位を基準として個別対応をしな

がら．ファミリー・グループ・ホームで治していく方がよい」と述べています。

　一方．同じタスマニア州のアッシュレイ・ボーイズホーム（州立少年院）の院長の考え

方は，少数グループではあるが，「非行，犯罪歴のある困難な問題のある子は，ファミリー・

グループ・ホームで対応．処遇出来ない。セオリーでいえても実際面では難かしく．収容

矯正施設は必要である」というコメントでした。

　タスマニア州の収容矯正施設は，ワィブラホームとアッシュレイのニケ所ですが，いず

れ一ケ所になるであろうと予定されており，児童の処遇の向上はより強化され発展すると

いう印象をうけました。

③　里親（フtスターケア）とファミリー・グループ・ホーム

　前記の佐々木氏の翻訳された調査によると，「約6千人の養護児童のうち，6．4％（364

人）が里親委託である。里親委託が少ないのはコーディネートやスーパバイズをする適切
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な機関が整っていなかったため，子供が安価な労働力として利用されたりするケースなど．

失敗が続出し，世論の厳しい批判をあびて全く停滞していたからである。目下，里親ケア

が見直され体制作りが行なわれておりr良質の里親は，児童にとって最良の機会である」

と指摘されている」とあります。ちなみにタスマニア州の1983年の資料によると．州政府

による保護監督数551名中里親委託は238名を占めています。タスマニア州でも大型収容

施設がフォスター・ケアにどんどん子供を出しているといいます。オーストラリアの里親

委託は，里子を両親のもとiζ早く返し，家庭を元通りにさせるという意味での養育里親が

多く，従って期間も比較的短期を旨としていて．養子縁組の多い日本の里親制度との考え

方の違いがあります。

　タスマニア州では非行歴のある子の里親による受け入れが．パイロットプログラムとよ

ばれる特別契約ケアを通じて行なわれており．南オーストラリア州でもはじまっていると

のことでした。

　タスマニア州の局長によると，里親ケアの問題点として，里親と里子と旨くサービスが

マッチしない場合．いがみあったりすることが多いので．里親として自分の子と預ってい

る子とわけへだてなく育てたり，実親とのコンタクトに積極的に応じ，受け入れてくれる

など細かい心づかいの出来る人が望ましいと述べていました。

　里親ケアの難かしい子の状況は次のようなものです。｛1況弟姉妹が多く，里親の元で一

緒に兄弟が暮せない者。②非行があったり，問題があるため里親との一対一のケアが困難

である者。（3演親が里親と協力し合えない者。このような状況にある子は，ファミリー・

グループ・ホームか収容施設に入所しています。

④　ファミリー・グループ・ホームの内容

　i．ファミリー・グループ・ホームの定義と課題

　　　ファミリー・グループ・ホームは民間施設の運営するものと州政府の運営するもの

　　とがあります。ファミリーグルーブ・ホームは総称であり，一軒の家はコテイジと呼

　　ばれています。地域の中の家に親族関係のない子が4人～12人，通常2人以上の子持

　　ちの夫婦と共に一家族として生活しているところと考えられています。夫は外に勤め

　　を持っている場合が多く，妻がコテイジマザーとして子供のケアにあたり，勤務から

　　帰った夫も父親代りとしてケアにあたります。子供達にとっては，ペアレンツは親と

　　してのモデルであり，この処遇の成否はペアレンッにかかっているといえます。子供

　　達は，ペアレンッや家族の中の少人数の落着いた快適で寛大な雰囲気の中で人との信

　　頼関係を基に成長していきます。学校やクラブ，課外レッスンなど必要と認められる

　　教育や処遇を受け，友人や地域社会の中で育っていくのです。
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